
田市（みよし市）委託　　　　　　　　　　西尾市　委託
比較検証 碧南市（高浜市）一部事務組合直営

安城市　直営

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 82,219 83,537 95,512 99,866 合計 95,512,158 円
旅費 3,400 円

財
　
源

特定財源 41,009 32,803 34,917 29,515 役務費 114,977 円
委託料 84,115,854 円

一般財源 41,210 50,734 60,595 70,351 使用料及び賃借料
3,933,927 円

職員人件費　② 3,517 3,490 3,472 3,096 備品購入費 7,344,000 円

総事業費（①＋②） 85,736 87,027 98,984 102,962

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 斎園使用料
土地建物貸付収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

１

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 市街地

（

・住環境
施策体系

施策

平

の内容 住環境の充実

目

成

　
　
　
的

　青山斎園の

３

施設管理及び運営を指

０

定管理者

主
た
る
内
容

〇

年

青山斎園の施設利用の

度

受付業務、使用料の
に

評

することで、経費の削

価

減と適正な管理運営 　

）

収納業務、火葬業務、

刈

施設の維持管理業務
を

谷

図る。 〇青山斎園霊堂

市

の2階に納骨壇増設
　

事

位
置
づ
け

関連計画  

根

務

拠法令  

対象者 市民等

事

利用者 事業期間 ～

実施

業

方法 □直営　□委託　

評

■指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

計

年度実績 ２９年度実績

名

３０年度実績 ３１年度

担

計画

指定管理料 ・指定

当

管理者による管理運営

部

・指定管理者による管

市

理運営 ・指定管理者に

民

よる管理運営
91,2

活

49,000円（当初

動

予算額） 　刈谷市都市

部

施設管理協会 　刈谷市

一

都市施設管理協会
指定

般

管理者 ・火葬件数　1

会

,317件 ・火葬件数

計

　　　1,379件
刈

施

谷市都市施設管理協会

設

・納骨壇増設数　　 

管

68壇
火葬件数　1,

理

246件

指定管理者に

事

より施設の適正な維持

業

管理、運営が行われた

担

ことで、約９割の利用

当

者から満足度の高い評

課

価を得ることがで

成果

市

きた。

経年劣化による

民

修繕が増加しているた

課

め、指定管理者と連携

款

して早期に不具合箇所

項

を把握し対応すること

目

で、施設の適正

な維持

担

管理を図る必要がある

当

。
課題

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２８年

管

度 ２９年度 ３０年度 ３

理

１年度 ３年度

成果 施設

係

利用に対する満足度（

4

％） 94.6 97.

1

0 97.0 98.0 9

6

8.0
指標
成果 納骨壇増設の進捗率（％） ― 100.0 ―
指標

岡崎市　委託　　　　　　　　　　　　　　　知立市　直営
他市との 豊



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　施設を適切に管理運営する

平

ため、豊富な経験を持

成

つ指定
・法的業務

普通

３

管理者への委託は必要

１

である。
必要性 ・市民

年

ニーズ、社会需要
・市

度

民生活上必要である　

（

など

　都市施設管理協

平

会が業務を行うことに

成

より、コスト削減
・コ

３

ストの節減、費用対効

０

果
普通

が可能となった

年

。
効率性 ・執行体制の

度

効率性
・手段の最適性

評

　など

　都市施設管理

価

協会は、市が設置した

）

施設の目的を効果的
・

刈

市が主体となって実施

谷

する
普通

に達成するた

市

め、市から指定を受け

事

た施設の管理業務を行

務

妥当性 　べき事業であ

事

るか うことを目的とし

業

て設立した団体であり

評

、管理運営に妥当
・総

価

合計画との整合性　な

シ

ど 性がある。

　利用者

ー

アンケートの結果から

ト

満足度の高い回答を得

（

てお

施策への ・施策へ

様

の貢献度
普通

り、良好

式

な管理運営を行ってい

２

ると判断できる。
・目

）

標達成度
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 □拡充

名

　□現状維持　■改善

担

・効率化　□縮小　□

当

終期設定　□休止・廃

部

止

　都市施設管理協会

市

との基本協定は令和元

民

年度をもって満了する

活

ため、次年度以降の施

動

設管理に関して検討す

部

る必要
がある。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

施

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

設

　
価
　
∨

管理事業
担当課 市民課

款 項 目 担当係 管理係

4 1 6



係

交付を予約制にしてい

戸

ることで、窓口で混雑

籍

することなく効率的に

係

交付できた。

成果

平成

　

29年2月からコンビ

市

ニエンスストアで住民

民

票等の証明書の交付が

係

始まり、市民課窓口や

2

市役所内の確定申告会

3

場等に

おいてマイナン

1

バーカード案内チラシを配布するなど利便性を広報しているが、伸び率は緩やかである。今後もカードの
課題

普及促進を図る必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 初回通知カードの未交付率（％） 0.6 0.4 0.4 0.4 0.35
指標
活動 マイナンバーカードの累計交付枚数　（枚） 12,188 14,989 17,527 21,000 24,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,739 12,461 12,820 33,888 合計 12,819,908 円
需用費 54,432 円

財
　
源

特定財源 25,519 11,728 11,808 33,143 役務費 136,000 円
委託料 317,304 円

一般財源 1,220 733 1,012 745 使用料及び賃借料 565,572 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 21,883 13,958 21,989 22,059 交付金 11,746,600 円

総事業費（①＋②） 48,622 26,419 34,809 55,947

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0

Ｄ

３０年度特定財源名称

　

３０年度までの累積事

　

業費 0 カード交付手数

　

料
個人番号カード交付

Ｏ

事業費補

２年度以降の

　

事業費見込 0 助金

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 計画推進

基

平

本施策 情報共有
施策体

成

系
施策の内容 電子市役

３

所の推進

目
　
　
　
的

　

０

社会保障・税番号制度

年

の基盤となるマイナ

主

度

た
る
内
容

○マイナンバ

評

ーの付番、通知カード

価

の送付
ンバーの付番、

）

通知及びマイナンバー

刈

カード ○マイナンバー

谷

カードの交付
の円滑な

市

交付を行い、制度の理

事

解とカードの
普及促進

務

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令 行政手続

業

における特定の個人を

評

識別するための番号の

価

利用等に関する法律 

シ

対象者 市民 事業期間 平

ー

成２７年度 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２８年度

市

実績 ２９年度実績 ３０

民

年度実績 ３１年度計画

活

・マイナンバーカード

動

交付特 ・予約制による

部

マイナンバー ・予約制

一

によるマイナンバー ・

般

予約制によるマイナン

会

バー
　設会場の運営（

計

5月16日ま 　カード

個

の交付 　カードの交付

人

　カードの交付
　で）

番

・月1回又は2回の土

号

曜日交付 ・月1回又は

通

2回の土曜日交付 ・月

知

1回又は2回の土曜日

・

交付
・予約制によるマ

個

イナンバー 　窓口開設

人

　窓口開設 　窓口開設

番

　カードの交付（5月

号

17日か ・未受取者へ

カ

の督促状1回送付・未

ー

受取者への督促状1回

ド

送付・未受取者への督

交

促状送付
　ら） 　1,

付

254件 　972件
・

事

月1回又は2回の土曜

業

日交付 ・市民課窓口・

担

市役所内確定 ・市民課

当

窓口・市役所内確定
　

課

窓口開設 　申告会場に

市

てマイナンバー 　申告

民

会場・成人式にてマイ

課

・未受取者への督促状

款

3回送付　カードの案

項

内チラシ配布 　ナンバ

目

ーカードの案内チラ
　

担

4,668件 　シ配布

当

マイナンバーカードの



戸籍係　市民係

2 3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　行政手続にお

成

ける特定の個人を識別

３

するための番号の利
・

１

法的業務
高い

用等に関

年

する法律に基づく業務

度

であり、マイナンバー

（

の付
必要性 ・市民ニー

平

ズ、社会需要 番、マイ

成

ナンバーカードの交付

３

は市民生活上必要であ

０

る。
・市民生活上必要

年

である　など

　コンビ

度

ニ交付の開始により、

評

市役所に来庁できない

価

人の
・コストの節減、

）

費用対効果
普通

住民票

刈

等の証明書が取得でき

谷

るようになり、利便性

市

が向上
効率性 ・執行体

事

制の効率性 するととも

務

に、市民課窓口の混雑

事

解消と効率化が図られ

業

る
・手段の最適性　な

評

ど 。

　法定受託事務の

価

ため市が主体となって

シ

実施する事業であ
・市

ー

が主体となって実施す

ト

る
高い

る。
妥当性 　べ

（

き事業であるか
・総合

様

計画との整合性　など

式

　マイナンバーカード

２

を利用した住民票等証

）

明書のコンビ

施策への

会

・施策への貢献度
高い

計

ニ交付は市民サービス

名

の向上につながる。
・

担

目標達成度
貢献度 ・市

当

民サービスへの効果　

部

など

今後の方向性 □拡

市

充　□現状維持　■改

民

善・効率化　□縮小　

活

□終期設定　□休止・

動

廃止

　マイナンバーカ

部

ードの交付を予約制に

一

していることで、窓口

般

で混雑なく交付できる

会

ようになっているが、

計

カードが
受取可能にな

個

っているにもかかわら

人

ず未受取者が多数いる

番

。督促状を送付し、早

号

期の受取りを促すとと

通

もに、コンビ
ニ交付サ

知

ービスを広く周知する

・

ことでマイナンバーカ

個

ードの普及促進を図る

人

必要がある。
　また、

番

今後のマイナンバーカ

号

ードの普及に備え、交

カ

付窓口の充実等を検討

ー

する必要がある。

ド交付事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

業

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

担

評
　
価
　
∨

当課 市民課

款 項 目 担当係



籍

率（％）
活動
指標

市独

係

自の事業である。
他市

2

との
比較検証

3 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 76,626 124,579 合計 76,626,000 円
委託料 76,626,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 76,626 124,579

職員人件費　② 0 0 2,315 2,322

総事業費（①＋②） 0 0 78,941 126,901

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 情報共

平

有
施策体系

施策の内容

成

電子市役所の推進

目
　

３

　
　
的

　住民記録シス

０

テム及び戸籍システム

年

を再構

主
た
る
内
容

○住

度

民記録システム
築し、

評

今後の法改正等に対し

価

て低コストかつ 　大型

）

汎用機（ホストコンピ

刈

ュータ）で稼動
迅速に

谷

対応可能なシステムを

市

整備し、住民基 する独

事

自システムをサーバ型

務

パッケージの住
本台帳

事

事務、戸籍事務の円滑

業

な運用を図る。 民基本

評

台帳システムに再構築

価

する。
○戸籍システム

シ

　戸籍法改正等に対応

ー

するため、戸籍システ

ト

ムを再構築する。

位
置

（

づ
け

関連計画

根拠法令

様

対象者 事業期間 平成３

式

０年度 ～ 平成３１年度

１

実施方法 ■直営　■委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 市民活動

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２８年度実績 ２９年度

一

実績 ３０年度実績 ３１

般

年度計画

　 　 ・住民基

会

本台帳システム開発 ・

計

住民基本台帳システム

住

稼働
　 　 ・戸籍システ

民

ム更新 ・戸籍システム

記

稼働
　 　
　 　
　　　―

録

―――――― 　　　―

・

――――――

・システ

戸

ム導入に関するスケジ

籍

ュールを作成し、実施

シ

作業内容を洗い出すこ

ス

とにより、全体像の把

テ

握を行った。

成果
・シ

ム

ステム導入に係る打ち

再

合わせを実施し、要件

構

定義を終え、設計部分

築

も細部を除いて完了し

事

た。

住民基本台帳シス

業

テムの導入により従来

担

から変更される運用に

当

ついて、課内だけでな

課

く関係各課への情報共

市

有を行い、支

障なく業

民

務を行えるよう検討す

課

る必要がある。
課題

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

２８年度 ２９年

目

度 ３０年度 ３１年度 ３

担

年度

活動 住民基本台帳

当

システム及び戸籍シス

係

テムの開発進捗 ― ― 4

戸

0.0 100.0
指標



係

2 3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　効率

平

的な行政運営を行うに

成

あたり、制度改正等に

３

迅速に
・法的業務

高い

１

対応できるシステムを

年

構築する必要がある。

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要
・市民生活上

平

必要である　など

　パ

成

ッケージシステムを導

３

入することにより、情

０

報収集及
・コストの節

年

減、費用対効果
普通

び

度

サポート体制の充実が

評

図られ、業務を効率的

価

に実施する
効率性 ・執

）

行体制の効率性 ことが

刈

見込まれる。
・手段の

谷

最適性　など

　制度改

市

正等に対応した住民基

事

本台帳事務、戸籍事務

務

を行
・市が主体となっ

事

て実施する
普通

うこと

業

は、市が主体となって

評

実施する事業である。

価

妥当性 　べき事業であ

シ

るか
・総合計画との整

ー

合性　など

　制度改正

ト

等に対応し正確な事務

（

を実施できるようにシ

様

ス

施策への ・施策への

式

貢献度
普通

テム導入を

２

行う。これにより効率

）

的な行政運営の向上を

会

図
・目標達成度 り、市

計

民から信頼され、満足

名

度の高いサービスを提

担

供する
貢献度 ・市民サ

当

ービスへの効果　など

部

ことができる。

今後の

市

方向性 □拡充　□現状

民

維持　□改善・効率化

活

　□縮小　□終期設定

動

　■休止・廃止

令和元

部

年度に新システムを稼

一

働させ、完了予定であ

般

る。

会計
住

Ｃ
 
　

民

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

記

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

録・戸籍システム再構築事業
担当課 市民課

款 項 目 担当係 戸籍



4 1 6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 8,489 0 合計 8,489,016 円
需用費 27,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 8,282,520 円
使用料及び賃借料 39,096 円

一般財源 0 0 8,489 0 備品購入費 140,400 円

職員人件費　② 0 0 1,543 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,032 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 計画推

（

進

基本施策 情報共有
施

平

策体系
施策の内容 電子

成

市役所の推進

目
　
　
　

３

的

　青山斎園の予約受

０

付をシステム化するこ

年

と

主
た
る
内
容

　青山斎

度

園火葬場及び斎場の使

評

用に係る各業
で、迅速

価

かつ正確な施設利用手

）

続きを可能と 務のシス

刈

テムを開発する。
し、

谷

市民サービスの向上と

市

事務の効率化を図
る。

事

位
置
づ
け

関連計画

根拠

務

法令

対象者 市民等利用

事

者 事業期間 ～

実施方法

業

■直営　□委託　□指

評

定管理　□補助・助成

価

　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２８年度

計

実績 ２９年度実績 ３０

名

年度実績 ３１年度計画

担

　 　 ・他市の状況調査

当

　
　 　 ・青山斎園の予

部

約状況の確認 　
　 　 ・

市

予約受付方法の見直し

民

　
　 　 ・条例、規則等

活

の改正 　
　　　―――

動

―――― 　　　―――

部

―――― ・予約システ

一

ムの導入に向け 　　　

般

―――――――
　た調

会

査検討
・システム開発

計

・青山斎園予約システ

青

ム稼働
　（平成31年

山

2月1日より）

システ

斎

ム導入により帳票作成

園

や集計作業が短縮され

予

、円滑に管理できるよ

約

うになった。

成果

今後

シ

、増加が見込まれる火

ス

葬に関して、市内在住

テ

者、市外在住者の利用

ム

について検討する必要

導

がある。

課題

指標名称

入

（単位）
実績値 目標値

事

２８年度 ２９年度 ３０

業

年度 ３１年度 ３年度

活

担

動 青山斎園予約システ

当

ムの開発進捗率 ― ― 1

課

00.0 ―
指標 （％）

市

活動
指標

システム化し

民

ている市等
他市との 愛

課

西市、安城市、岡崎市

款

、名古屋市、知北平和

項

公園組合、知多中部広

目

域事務組合
比較検証

担当係 管理係



1 6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　電話での

平

予約は時間を要し、遺

成

族の負担となるととも

３

に
・法的業務

高い
重複

１

予約など誤りの原因に

年

なることもありえるこ

度

とから、
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 シス

平

テムの導入は必要であ

成

る。
・市民生活上必要

３

である　など

　事務の

０

効率化により、職員人

年

件費の削減が可能とな

度

った
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

。
効率

価

性 ・執行体制の効率性

）

・手段の最適性　など

刈

　刈谷市の施設である

谷

ため、刈谷市が主体と

市

なって実施す
・市が主

事

体となって実施する
普

務

通
る必要がある。

妥当

事

性 　べき事業であるか

業

・総合計画との整合性

評

　など

　システムの導

価

入により、市民サービ

シ

スの向上を図ること

施

ー

策への ・施策への貢献

ト

度
普通

ができた。
・目

（

標達成度
貢献度 ・市民

様

サービスへの効果　な

式

ど

今後の方向性 □拡充

２

　□現状維持　□改善

）

・効率化　□縮小　□

会

終期設定　□休止・廃

計

止

名 担当

Ｃ
 
　
Ｈ

部

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

市

　
∧
　
評
　
価
　
∨

民活動部

一般会計
青山斎園予約システム導入事業

担当課 市民課

款 項 目 担当係 管理係

4



券を申請する市民の人数　（人） 5,335 5,429 5,847 6,300 7,283
指標
成果 刈谷市民で旅券を申請する人のうち、市役所で申請 90.8 89.8 90.8 91.3 93.4
指標 する人の割合（％）

県内の窓口業務状況　54市町村のうち30市町村実施
他市との 　委託:16市町
比較検証 　嘱託：1市

　直営：13町村

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,005 7,540 7,493 7,586 合計 7,493,260 円
旅費 46,460 円

財
　
源

特定財源 4,895 5,204 5,539 5,656 役務費 254,000 円
委託料 7,192,800 円

一般財源 3,110 2,336 1,954 1,930

職員人件費　② 7,424 5,661 4,629 4,644

総事業費（①＋②） 15,429 13,201 12,122 12,230

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 市町村権限委譲交付金
収入印紙売りさばき手数料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 計画推進

基本施策

（

行政経営
施策体系

施策

平

の内容 効率的な行政運

成

営

目
　
　
　
的

  一般

３

旅券の申請受付及び交

０

付業務を市役所

主
た
る

年

内
容

○一般旅券の申請

度

受付業務の実施
で行う

評

ことで、市民の利便性

価

の向上を図る。 ○一般

）

旅券の交付業務の実施

刈

　・業務内容
　　　新

谷

規・切替、記載事項変

市

更、増補の
　　　申請

事

受付及び交付
　・紛失

務

、焼失届出受付
　・窓

事

口開設時間　9時から

業

17時まで
　　　　　

評

　（金曜日は交付のみ

価

18時まで）

位
置
づ
け

シ

関連計画

根拠法令 愛知

ー

県事務処理特例条例

対

ト

象者 市民 事業期間 平成

（

２５年度 ～

実施方法 ■

様

直営　■委託　□指定

式

管理　□補助・助成　

１

□その他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　

民

業
　
実
　
績

２８年度実

活

績 ２９年度実績 ３０年

動

度実績 ３１年度計画

旅

部

券申請人数　5,87

一

6人 旅券申請人数　6

般

,049人 旅券申請人

会

数　6,438人 旅券

計

申請人数　6,900

一

人
（上記のうち市役所

般

での （上記のうち市役

旅

所での （上記のうち市

券

役所での （上記のうち

発

市役所での
　申請者　

給

5,335人　90.

等

8％）　申請者　5,

事

429人　89.8％

業

）　申請者　5,84

担

7人　90.8％）　

当

申請者　6,300人

課

　91.3％）

平成3

市

0年度の市役所での申

民

請率は90.8％とな

課

り、多くの市民の利便

款

性向上を図ることがで

項

きた。

成果

ゴールデン

目

ウィーク中の平日や年

担

末年始などの特定の時

当

期に申請件数が急増し

係

窓口が混雑するため、

管

ホームページなどで

継

理

続的に情報提供を行い

係

、申請件数の平準化を

2

図る必要がある。
課題

3

指標名称（単位）
実績

1

値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 市役所で旅



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　名古屋市や岡崎市と

平

いった市外へ出向かず

成

に、身近な場
・法的業

３

務
高い

所で旅券の申請

１

及び受取りができるこ

年

とにより、市民のニ
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

（

会需要 ーズは高く、必

平

要である。
・市民生活

成

上必要である　など

　

３

窓口業務を委託するこ

０

とで、直営に比べ人件

年

費の削減及
・コストの

度

節減、費用対効果
高い

評

び知識と経験のある人

価

材の配置が可能となり

）

、効率的かつ
効率性 ・

刈

執行体制の効率性 正確

谷

な事務を行うことがで

市

きる。
・手段の最適性

事

　など

　効率的な行政

務

経営と市民ニーズに即

事

した事業として、平
・

業

市が主体となって実施

評

する
普通

成26年度か

価

ら愛知県からの権限移

シ

譲を受け旅券窓口を開

ー

設
妥当性 　べき事業で

ト

あるか しており、事業

（

実施は妥当である。
・

様

総合計画との整合性　

式

など

　刈谷市全体の旅

２

券申請者数に対して市

）

役所で申請する人

施策

会

への ・施策への貢献度

計

高い
はおよそ９割であ

名

り、市民サービスへの

担

効果は高い。
・目標達

当

成度
貢献度 ・市民サー

部

ビスへの効果　など

今

市

後の方向性 □拡充　■

民

現状維持　□改善・効

活

率化　□縮小　□終期

動

設定　□休止・廃止

　

部

継続的に一定数の市民

一

の利用が見込まれるた

般

め、引き続き市民に対

会

して旅券窓口の周知に

計

努める。また、国外に

一

お
いては旅券が日本国

般

民の唯一の身分証明で

旅

あるため、厳格に事業

券

を実施していく必要が

発

ある。

給等事

Ｃ
 

業

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

担

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当課 市民課

款 項 目 担当係 管理係

2 3 1



かけとなった。

成果

特設スペースでの写真撮影は、平日昼間に婚姻届を提出している方のみが対象となっている。継続事業として実施するこ

とにより、対象の世代への周知を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 婚姻届受付件数（件） 1,076 1,055 994 1,100 1,100
指標
活動 写真撮影した人の割合（％） 84.5 84.0 83.5 85.0 85.0
指標

安城市…結婚記念証及びデンパークペア入場券の贈呈
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,331 987 782 893 合計 781,920 円
需用費 781,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,331 987 782 893

職員人件費　② 1,563 1,163 1,929 1,935

総事業費（①＋②） 2,894 2,150 2,711 2,828

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業

Ｄ

費 0

２年度以降の事業

　

費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

１

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

（

経営
施策体系

施策の内

平

容 効率的な行政運営

目

成

　
　
　
的

　刈谷市で婚

３

姻届を提出した夫婦に

０

記念写真

主
た
る
内
容

○

年

市民課
や記念品を贈呈

度

しお祝いすることによ

評

り、刈 　・希望者に対

価

して、婚姻届提出時に

）

特設ブ
谷の魅力を感じ

刈

てもらうきっかけとし

谷

、定住 　　ースで記念

市

撮影
促進の一助とする

事

。 　・撮影した写真と

務

かつなりくんのイラス

事

ト
　　入りフォトフレ

業

ームをプレゼント
○休

評

日・夜間受付、富士松

価

支所
　・希望者に対し

シ

て、婚姻届提出時にメ

ー

モリ
　　アルボードを

ト

持って自身のカメラで

（

写真
　　撮影
　・かつ

様

なりくんのイラスト入

式

りフォトフレ
　　ーム

１

をプレゼント

位
置
づ
け

）

関連計画

根拠法令

対象

会

者 市民 事業期間 平成２

計

７年度 ～

実施方法 ■直

名

営　□委託　□指定管

担

理　□補助・助成　□

当

その他

部 市民活動部

一般

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２８年度実績

計

２９年度実績 ３０年度

結

実績 ３１年度計画

・記

婚

念撮影用特設ブース設

お

置 ・記念撮影用特設ブ

祝

ース設置 ・記念撮影用

い

特設ブース設置 ・記念

事

撮影用特設ブース設置

業

・婚姻届受付件数　 

担

1,076件 ・婚姻届

当

受付件数 　1,05

課

5件 ・婚姻届受付件数

市

 　　994件 ・フォ

民

トフレームプレゼント

課

・フォトフレームプレ

款

ゼント ・フォトフレー

項

ムプレゼント ・フォト

目

フレームプレゼント  

担

（希望者には写真撮影

当

）
　        

係

         1

市

,049件 　    

民

          

係

   1,013件 　

2

          

3

         9

1

57件
　 　　

夫婦になったおふたりを祝福する気持ちを形にあらわすことで、刈谷市への愛着や魅力発信のきっ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　お祝いの言葉を添えてプ

平

レゼントをお渡しする

成

ことで、
・法的業務

普

３

通
市民との距離を縮め

１

、より市役所に親近感

年

を持ってもらう
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

（

要 ことができる。
・市

平

民生活上必要である　

成

など

　届出の集中する

３

日は、作業量が増大す

０

るが、届出書確認
・コ

年

ストの節減、費用対効

度

果
普通

の待ち時間を利

評

用し対応することで効

価

率的に実施できてい
効

）

率性 ・執行体制の効率

刈

性 る。
・手段の最適性

谷

　など

　届出を受理す

市

る市でなければ実施で

事

きない事業であり、
・

務

市が主体となって実施

事

する
普通

刈谷市の魅力

業

発信につながっている

評

。
妥当性 　べき事業で

価

あるか
・総合計画との

シ

整合性　など

　届出受

ー

理の事務に際し、心を

ト

込めてお祝いするとい

（

う新

施策への ・施策へ

様

の貢献度
普通

しい視点

式

からの市民サービスで

２

ある。市民にも喜んで

）

もら
・目標達成度 え本

会

市のマスコットキャラ

計

クターのかつなりくん

名

のＰＲに
貢献度 ・市民

担

サービスへの効果　な

当

ど もつながっている。

部

今後の方向性 □拡充　

市

□現状維持　■改善・

民

効率化　□縮小　□終

活

期設定　□休止・廃止

動

　窓口で婚姻届を提出

部

した市民の反応に、祝

一

福する気持ちを形で表

般

すことで喜んでいただ

会

き、刈谷市やかつなり

計

くん
のＰＲもできてい

結

ることから、事業の目

婚

的は概ね達成できてい

お

ると考える。今後も窓

祝

口等での市民の声を聞

い

き、事業
の継続を検討

事

する必要がある。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

市

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

民

評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 市民係

2 3 1



度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,958 17,947 16,632 9,860 合計 16,632,000 円
需用費 16,632,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6,958 17,947 16,632 9,860

職員人件費　② 3,517 3,567 3,626 3,483

総事業費（①＋②） 10,475 21,514 20,258 13,343

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

１

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 市街地

（

・住環境
施策体系

施策

平

の内容 住環境の充実

目

成

　
　
　
的

　青山斎園の

３

施設において、経年劣

０

化等によ

主
た
る
内
容

　

年

青山斎園の施設におい

度

て、経年劣化等によ
り

評

損傷した箇所の補修を

価

行うことで、適正な り

）

補修が必要な箇所の修

刈

繕を行う。
管理運営を

谷

図る。

位
置
づ
け

関連計

市

画  

根拠法令  

対象者

事

市民等利用者 事業期間

務

～

実施方法 □直営　■

事

委託　□指定管理　□

業

補助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

）

績

２８年度実績 ２９年

会

度実績 ３０年度実績 ３

計

１年度計画

・火炉耐火

名

物取替等修繕 ・火炉耐

担

火物取替等修繕 ・火炉

当

耐火物取替等修繕 ・空

部

調設備ファンモーター

市

修
・高圧受電設備修繕

民

・非常用自家発電設備

活

基板類 繕
・屋内消火栓

動

ポンプ取替工事 修繕 ・

部

せい山閣北側汚水管修

一

繕
・吸収式冷温水発生

般

機ポンプ ・火炉耐火物

会

取替等修繕
取替等修繕

計

計画的に補修工事を行

施

ったことにより、施設

設

を適正に維持管理する

補

ことができた。

成果

施

修

設の状況把握に努め、

事

突発的な不具合の発生

業

により施設利用を止め

担

ることがないよう、修

当

繕を計画的に実施する

課

必要が

ある。
課題

　

指

市

標名称（単位）
実績値

民

目標値

２８年度 ２９年

課

度 ３０年度 ３１年度 ３

款

年度

成果 整備不良によ

項

る事故発生件数（件）

目

0 0 0 0 0
指標

 
指標

担

建設年度等が異なるた

当

め、他市との比較はで

係

きない。
他市との
比較

管

検証

理係

4 1 6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

１

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 市街地

（

・住環境
施策体系

施策

平

の内容 住環境の充実

目

成

　
　
　
的

　青山斎園の

３

施設において、適正な

０

施設管理

主
た
る
内
容

〇

年

エレベーター改修工事

度

を行うため、公共施設

評

保全計画に基づき施設

価

の改修を行う。

位
置
づ

）

け

関連計画

根拠法令

対

刈

象者 市民等利用者 事業

谷

期間 ～

実施方法 □直営

市

　■委託　□指定管理

事

　□補助・助成　□そ

務

の他

事業評価シート （

Ｂ
　
事
　
業
　

様

実
　
績

２８年度実績 ２

式

９年度実績 ３０年度実

１

績 ３１年度計画

　 　 ・

）

エレベーター改修工事

会

　
　 　 　
　 　 　
　 　 　

計

　　　―――――――

名

　　　―――――――

担

　　　―――――――

当

経年劣化した箇所の取

部

替等を実施し適正な管

市

理運営ができた。

成果

民

課題

指標名称（単位）

活

実績値 目標値

２８年度

動

２９年度 ３０年度 ３１

部

年度 ３年度

活動
指標
活

一

動
指標

他市との
比較検

般

証

会計
施設改修事業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

担

ス
　
ト

単位：千円
２８

当

年度 ２９年度 ３０年度

課

３１年度 ３０年度

（決

市

算） （決算） （決算）

民

（予算） 事業費内訳

事

課

業費　① 0 0 4,32

款

0 0 合計 4,320,

項

000 円
工事請負費

目

4,320,000 

担

円

財
　
源

特定財源 0 0

当

0 0

一般財源 0 0 4,

係

320 0

職員人件費　

管

② 0 0 772 0

総事業

理

費（①＋②） 0 0 5,

係

092 0

建
設
事
業

全体

4

事業費（単位：千円）

1

0 ３０年度特定財源名

6

称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,043 13,628 14,846 16,943 合計 14,845,930 円
賃金 14,845,930 円

財
　
源

特定財源 15,043 13,628 14,846 16,943

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 2,735 1,551 1,929 1,935

総事業費（①＋②） 17,778 15,179 16,775 18,878

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 住民票関係手数料、個人番号
カード交付事務費補助金　他

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

　臨時職員

３

を雇用することで、市

０

民課窓口に

主
た
る
内
容

年

　市民課業務を円滑に

度

行うため、臨時職員を

評

おける各種届出事務・

価

証明発行及び各出張所

）

雇用する。
の受付事務

刈

の円滑化を図る。 〇市

谷

民課　11人
　　内訳

市

　窓口及び郵送等　　

事

　7人
       

務

   フロアー案内　

事

　　　2人
　　　　　

業

マイナンバーカード　

評

2人　　
〇北部出張所

価

　　2人
〇小垣江出張

シ

所　2人
〇東刈谷出張

ー

所　3人

位
置
づ
け

関連

ト

計画

根拠法令

対象者 事

（

業期間 ～

実施方法 ■直

様

営　□委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業

民

　
実
　
績

２８年度実績

活

２９年度実績 ３０年度

動

実績 ３１年度計画

・市

部

民課　13人 ・市民課

一

　11人 ・市民課　1

般

1人 ・市民課　11人

会

（内繁忙期4月,1～

計

3月　2人）（内繁忙

臨

期4月,1～3月　2

時

人）・出張所　 7人

職

・出張所　 7人
・出

員

張所　 7人 ・出張所

雇

　 7人

臨時職員を雇

用

用する事により、窓口

事

業務を効率的かつ円滑

業

に行うことができた。

担

成果
　　

臨時職員の確

当

保、育成が課題である

課

。

課題

指標名称（単位

市

）
実績値 目標値

２８年

民

度 ２９年度 ３０年度 ３

課

１年度 ３年度

活動 通常

款

期勤務する市民課窓口

項

の臨時職員の確保（人

目

） 11 10 11 11 1

担

1
指標
活動 繁忙期勤務

当

する市民課窓口の臨時

係

職員の確保（人） 2 1

市

0 ー ー
指標

職員配置等

民

が異なるため、他市と

係

の比較はできない。
他

2

市との
比較検証

3 1



守管理委託をする

成果
ことで市民課業務を適正に管理することができた。

継続的なシステムの監視と、トラブルにつながる人為的ミスを防ぐための正確な操作を徹底する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 トラブルによるシステムダウン（件） 0 0 0 0 0
指標

 
指標

システムの構成等によって違うため他市との比較はできない。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,539 25,021 39,931 36,015 合計 39,930,604 円
役務費 363,815 円

財
　
源

特定財源 10,539 15,023 30,288 12,213 委託料 25,383,456 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 9,998 9,643 23,802 9,483,333 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 4,689 6,979 6,558 8,127 交付金 4,700,000 円

総事業費（①＋②

Ｄ

） 15,228 32,

　

000 46,489 4

　

4,142

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

Ｏ

） 0 ３０年度特定財源

　

名称

３０年度までの累

　

積事業費 0 戸籍関係手

∧

数料
住民票関係手数料

　

２年度以降の事業費見

　

込 0 印鑑証明手数料
社

実

会保障・税番号制度シ

　

ステ

　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

１

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 計

度

画推進

基本施策 行政経

（

営
施策体系

施策の内容

平

効率的な行政運営

目
　

成

　
　
的

　住基ネットワ

３

ークシステム、戸籍シ

０

ステム

主
た
る
内
容

○各

年

種システム・機器の保

度

守管理
、コンビニ交付

評

システムなど業務に必

価

要な機 ・住基ネットワ

）

ークシステム
器の賃借

刈

及び保守管理委託を行

谷

い、市民課業 ・戸籍シ

市

ステム
務の適正化を図

事

る。 ・コンビニ交付シ

務

ステム
○通信機器の借

事

上料
・戸籍システム回

業

線料等
・ファックス通

評

話料等

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

事業期間 ～

実施方法 ■

ー

直営　■委託　□指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２８年度実

部

績 ２９年度実績 ３０年

市

度実績 ３１年度計画

・

民

保守管理委託料等 ・保

活

守管理委託 ・保守管理

動

委託 ・保守管理委託
　

部

住基ネットワークシス

一

テム 　住基ネットワー

般

クシステム 　住基ネッ

会

トワークシステム 　住

計

基ネットワークシステ

設

ム
　戸籍システム等 　

備

戸籍システム 　戸籍シ

管

ステム 　戸籍システム

理

　7,110,720

事

円　 　コンビニ交付シ

業

ステム等 　コンビニ交

担

付システム等 　コンビ

当

ニ交付システム等
・シ

課

ステム借上料等 ・シス

市

テム借上 ・システム借

民

上 ・システム借上
　住

課

基ネットワークシステ

款

ム 　住基ネットワー

項

クシステム 　住基ネ

目

ットワークシステム 

担

　住基ネットワークシ

当

ステム 
　等 　コンビ

係

ニ交付システム等 　コ

戸

ンビニ交付システム等

籍

　コンビニ交付システ

係

ム等
　3,225,5

2

57円 ・稼働、更新
　

3

案内表示モニターの設

1

置
　住基ネットワークシステム

住基ネットワークシステム、戸籍システム、コンビニ交付システム等の業務に必要な機器の賃借及び保


